
地域企業人材支援事業について

地域の企業等
○人手不足感の高まり、後継者未定
○求職者情報の不足

地域外
○生活環境を変えたい都市住民の早期退職等を
きっかけとした移住希望の高まり

○移住検討にあたっての、検討先地域の求人情報
のニーズ

地域内
○育児等で短時間の業務、柔軟な働き方を
希望するなど多様な人材の存在
○地元への就職を希望する高校生
○地元就職にあたっての企業情報等のニーズ

ほりおこし（人材・ニーズ）、研修、マッチング、トライアル勤務等
※外部委託も可能

地方公共団体

生活環境を変えたい都市住民や、育児等による離職中の地域の人材などの多様な人材と、人手不足に悩む地域の企業
等との効果的なマッチングを支援することで、地域の活力を創出し、人材の総活躍の促進に繋げ、持続可能な地域社会を構
築するための地域の担い手となる人材を確保する。

○対象経費
①地域人材の育成に要する経費（研修会、セミナー開催）
②交流会、ワークショップ等の開催に要する経費
③マッチングシステム、ウェブサイト構築に要する経費
④コーディネータ等の配置に要する経費
（自治体職員の人件費除く）
⑤マッチングトライアルに対する支援に要する経費
⑥人材・事業所等に対する調査に要する経費
※自治体が策定する事業計画に基づく経費が対象

特別交付税措置
１団体あたり 15,000千円（上限額）

×
措置率0.5

×
財政力補正係数
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